
 
地方公共団体名 豊田市 

 
１ 設置されている保健・福祉に関する事務

所等 
 

事務所名 個所数 

福祉事務所 １ 

 保健所   １ 

 

２ 統合事務所の概要 

  

統合事務所名 豊田市役所 

統合事務所個所数    １ 

統合時期 平成１１年１０月

 

  平成10年４月豊田市は中核市に移行、

豊田市保健所を設置（愛知県豊田保健所に

市役所本庁舎とは別に設置）し、同時に福

祉保健部を配置する。その後平成11年10

月から市役所本庁舎を利用して、保健所機

能を移設することにより保健と福祉の機

能を集積し組織統合を進めるとともに、保

健師を各課に配置し市民に身近な保健・福

祉サービスの一体的かつ効果的な提供に

努めている。 

 

  豊田市福祉保健部組織図 別紙Ｐ１、２

のとおり 

 

３ 統合効果 

（１） 住民サービスの向上 

市役所本庁東庁舎を福祉保健部とし、

１階に福祉関係課（生活福祉、高齢福祉、

障害福祉）、２階に保健関係課（保健衛

生、感染症予防、健康増進、総務）、３

階に健診部門を設置することにより、距

離的にも近く他課との連携が必要なケ

ース検討に迅速な対応ができるように

配置している。 

高齢者の窓口では介護に関する相談

がある場合、介護保険の申請かそれ以外

の心身の状態かを窓口で判断し、内容に

より保健サービス・福祉サービスの両面

からサービスをコーディネートするよ

うにしている。 

また、社会福祉協議会の一部署である

地域福祉サービスセンターを庁舎１階

の福祉部門関係課フロア－に設置し、同

フロア－の障害福祉課と連携をとりな

がら地域の障害者支援を行っている。 

住民サービスの向上に資するため、異

動で福祉保健部へ転入してきた職員を

対象に関係各課の基礎知識習得のため

の新任職員研修や、当該年度の事業で特

徴のあったものを選抜し、保健・福祉の

両面から相互理解を深めるため福祉保

健部事業発表会を実施。 

なお、住民サービスが向上した具体的

な事例については別紙（Ｐ ～Ｐ ）の

とおりである。 

  

（２） 組織・人員 

福祉保健部長を中心に、部内全体の調

整を図る調整監を配置し、保健部門にお

いては保健所長、医療対策専門監、保健

衛生担当専門監を、福祉部門においては、

福祉担当専門監（社会福祉事務所長兼

務）を各関係課の統括的な職位として配

置している。 

高齢、障害、こどもの各課では、課内

において福祉と保健が統合されており、

各相談等ケースに対し相互からの情報

伝達、対応がスムーズになっている。例

えば障害福祉において、精神保健と身

体・知的障害への一元的対応ができるよ

うになった。 

内容が保健・福祉両分野にまたがる

（例えば高齢な生活保護者で感染症が



疑われる相談者など）相談に複数課でケ

ース検討会を設けて対応。現在部内にワ

ーキンググループを設けケース検討会

のシステム化に向けて検討中である。 

 

（３） 施設・設備 

中核市移行時、県保健所の一画を借り

て市の保健所事務を行っていたが、市役

所本庁舎に保健所機能移設し、県保健所

では庁舎賃貸料等支出があったが統合

により削減。 

 

（４） 行政運営 

介護保険事業者としての市と福祉施

設等指導監査事務、公的病院等への補助

金交付事務を執行する市と医療監視事

務は、苦情相談受付、事故報告、医療機

器・施設整備などの情報を相互に提供し、

適切な指導監督の実施に有効活用して

いる。 
 

担当：豊田市福祉保健部総務課 

ＴＥＬ ０５６５－３４－６７２３

ＦＡＸ ０５６５－３４－６１８６

 

 
 
 
 
 



（別紙） 

     住民サービスの向上に関する具体的な統合結果について 

対象者の区分 高齢者 

当該対象者の概要

（年齢、疾患・健康

状況、家族状況等） 

年齢 ８３歳 

疾患 軽度痴呆、うつ気味 

家族 高齢者世帯 

これまでの経緯 保健事業として実施していた地区の痴呆予防教室に参加され

ていたが、うつ傾向でとじこもりがちであった。経過をフォロ

ーしていくなかで、在宅介護支援センターのスタッフにも関わ

ってもらい、プライドが高いので利用は難しいと考えていた生

きがい通所支援事業へのスムーズな利用につなげることがで

きた。 

保健・福祉の連携状

況 

担当地区の在宅介護支援センターにも保健事業に関わっても

らうようにしている。また、在宅介護支援センターの連絡会に

出席するほか、依頼があれば一緒にケースのフォローを行って

いる。 

サービス向上のポ

イント 

保健・福祉サービスを一体的、継続的に利用できる。 

 

 



 

（別紙） 

     住民サービスの向上に関する具体的な統合結果について 

対象者の区分 こころの健康 

当該対象者の概要（年

齢、疾患・健康状況、

家族状況等） 

５６歳、男性。 

平成１１年３月に脳出血を起こし、その後遺症から器質性精神

障害となった（手帳２級）。 

やや軽い左側麻痺、吃音、失禁、感情のコントロールの低下が

みられる。 

平成１３年７月それまで妻が介護していたが、離婚し独居とな

る。市外在住の母、きょうだいや子どもたちの支援が受けられ

ない。身の回りのことや金銭管理等一人ではできない状況。 

これまでの経緯 平成１３年８月に本人の母･姉が来所し、本人の状態と独居に

なってしまったことで、どうしたらよいかという相談があっ

た。母、姉、弟は市外に住んでおり面倒がみられない。子ども

たちも関わりたくないとのことで、支援者が得られないため、

生活の基盤が安定するよう社会資源を利用することが必要と

考え、頻回に保健師が訪問し、成年後見人制度介護保険、障害

年金の申請等手続きを行った。 

保健・福祉の連携状況 現在は後見人をはじめ、ケアマネージャー、ヘルパー（２事業

所）、配食サービス、民生委員、保健師が関わり支援している。

金銭管理や契約等決定を後見人が行っているので、後見人中心

に連絡をとっている。 

連絡ノートを利用して、訪問時の様子、ヘルパーさんの活動内

容等コメントを記入していただき、いつ誰が訪問しても本人の

状態がわかるようにしている。 

サービス向上のポイ

ント 

・多くのサービスを利用しているため、関わっている人たちが

連絡をとりあうことが大切だと思います。 

・はじめ、本人の精神的不安・混乱状態で、支援しようとする

人の受け入れが非常に難しかったが、保健師が中心になりコー

ディネートできた。 

 

 

 



（別紙） 

     住民サービスの向上に関する具体的な統合結果について 

対象者の区分 難病 

当該対象者の概要

（年齢、疾患・健康

状況、家族状況等） 

６３歳、男性。 

パーキンソン病（４３歳で発病）。 

現在、妻と息子の介護にて生活している。活動はベッドからト

イレ、居間への行き来。外出は車椅子使用。幻覚・幻聴がある。

妻は脳梗塞の既往があり、通院している。 

これまでの経緯 身体障害者手帳２級を平成８年から所持。また、特定疾患医療

給付も受給している。 

平成１４年３月に特定疾患医療給付の継続手続きに妻が来所

し、介護負担について相談された。その後、保健師が家庭訪問、

介護保険を利用しての入浴サービスを希望されたため、手続き

をすすめた。 

保健・福祉の連携状

況 

対象者は、介護認定は受けていたが、サービスの利用方法がわ

からずに手続きをされていなかった。そこで、保健師の家庭訪

問時に、サービス利用についての説明とケアマネージャーの事

業所を紹介し選定していただいた上で事業所と連絡調整しケ

アマネージャーと保健師が同道訪問した。その後、デイサービ

スでの入浴を開始され、現在３日／週デイへ通所されている。

サービス向上のポ

イント 

特定疾患医療給付や手帳等制度を利用されており、手続きで窓

口にみえたときに相談を受けることができたことが、サービス

利用につながったと思います。 

 

 



（別紙） 

     住民サービスの向上に関する具体的な統合結果について 

対象者の区分 障害者（精神、身体） 

当該対象者の概要

（年齢、疾患・健康

状況、家族状況等） 

身体・知的障害があり腹膜透析が必要な 18 歳男性。 

家族は、精神障害を持つ母、痴呆のある曾祖母、聴覚障害の祖

母を含む 8名。保健医療福祉が連携をとり支援を行う必要があ

る。 

これまでの経緯 本人の病状が悪かったこと及び家族の受け入れ体制が組めな

かったことから、施設、病院を転々としてきた。しかし、本人

の養護学校卒業を期に、家族の希望及び本人のＱＯＬ向上の為

在宅に生活の場を移すこととなる。 

本人入院中より、保健医療福祉の関係者で会議を開催し、在宅

支援について検討を行った後、家族の休める期間をもうけなが

ら、在宅生活を開始しようとしている。 

保健・福祉の連携状

況 

同一課内であるため、家族・医療機関から連絡があり、検討が

必要となる都度、保健担当及び福祉担当で話し合いを持つこと

が容易であった。 

サービス向上のポ

イント 

身体・知的障害者支援の窓口と、精神障害者支援の窓口が一本

化したことで、家族全体を視野に入れた支援が行える。 

家族にとっても相談先が、煩雑になることが軽減された。 

 

 

 

 


